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父母の教育費負担を軽減し、子どもたちにゆきとどいた

教育を求める私学助成に関する請願 

 

 2020 年度、国は就学支援金制度を拡充し、年収 590 万

円未満世帯に対し 39.6 万円の支援金制度とした。制度

拡充によって学費の滞納や、経済的理由による退学者は

全国的に大幅に減少した。多くの先進諸国が私立・公立

の区別なく高校までは「学費が完全無償」となってい

る。国の就学支援金制度の前進面はあるものの、「学費

の実質無償」にはまだまだ遠い状況にある。 

 こうした国の立ち遅れた実態に対し、都道府県では国

の制度を待たずに独自に支援制度を創設している。関東

では国の支援金制度（年収によって 39.6 万円から 11.8

万円）に上乗せすることで、東京都は年収 910 万円未満

世帯に 46.9 万円、神奈川県は年収によって 45.6 万円～

19.3 万円、千葉県は 52.2 万円～24.1 万円、埼玉県は学

費全額、59.6 万円～37.8 万円、群馬県は 39.6 万円～

16.5 万円、910 万円以上世帯にも 2.3 万円の授業料補助

を実現している。 

 茨城県と栃木県は入学金補助制度（茨城県では 2017

年から 19.6 万円～9.8 万円、栃木県では 2020 年度から

７～3.5 万円）はあるものの、国の就学支援金制度への

上乗せはない。春のはがき署名の中で「子どもたちが望

んだ学校に進学できるようにしてください」「親が学費

で苦しんでいるのが辛い」など多くの声が寄せられてい

る。 

 以上の立場から、下記の事項について請願する。 

 

記 

 

１ 私学への経常費助成を増額すること。とくに県単独

補助金について、幼稚園に対し増額すること。 

２ 幼稚園・認定こども園で豊かな教育と安全な見守り

ができるように、１クラスの人数を 25 人以下にする

こと。 

 

私学助成をすすめる茨城県連

絡会議 
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１ 私学への経常費助成を増額すること。とくに県単独補助金につい

て、幼稚園に対し増額すること。 

 

（１）現況 

私立学校の教育条件の維持向上、経営の健全性の確保並びに父

母負担の軽減を図るため、私立幼稚園の経常的経費に対して補助

を行っているが、県では、私立幼稚園について、平成27年度に施

行された子ども・子育て支援新制度への移行を進めており、私学

助成の対象施設、園児数は年々減少している。 

補助単価については、国の財源措置（国庫補助金及び地方交付

税）状況及び新制度の施設型給付の水準を勘案しながら、幼稚園

教諭の処遇改善等に配慮し、設定している。 

ア 対象施設数及び園児数の推移         （単位：園・人） 

 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 4 年度 

施設数 36 30 25 23 19 15 

園児数 7,905 6,344 5,628 4,812 3,921 3,223 

イ 幼児１人当たり補助単価の推移       （単位：円・％） 

  元年度 ２年度 ３年度 4 年度 

単 価 200,871 202,880 202,271 200,451 

増減額 2,561 2,009 △609 △1,820 

伸び率 1.29 1.00 △0.30 △0.90 

ウ 実績額・予算額      （単位：千円） 

３年度（実績） ４年度（当初予算） 

779,022 787,172 

（２）近県の状況 

幼稚園補助単価比較（令和４年度）        （単位：円）       

区 分 単 価 順 位 

東京都 221,638 １位 

千葉県 208,898 ２位 

群馬県 207,236 ３位 

栃木県 202,800 ４位 

茨城県 200,451 ５位 

神奈川県 200,158 ６位 

埼玉県 195,459 ７位 

※日本私立中学高等学校連合会調査より 



 

２ 幼稚園・認定こども園で豊かな教育と安全な見守りができるよう

に、１クラスの人数を 25 人以下にすること。 

 

（１）配置基準等 

文部科学省「幼稚園設置基準」等により以下のとおり規定して

いる。 

施設類型 園児定員 
各学級における 

教員配置 

幼稚園(旧制度：私学助成) 

１学級35人以下 

を原則 

専任教諭を 

１名以上配置 

幼稚園(新制度)(※1) 〃 

幼稚園型認定こども園 〃(※2) 

幼保連携型認定こども園 〃(※2) 

※1 平成27年度から施行された「子ども・子育て支援新制度」に基づく

施設(市町村が給付主体となる「施設型給付」の対象) 

※ 2 上記基準に加えて、下記「年齢別配置基準」を満たす必要がある。 

(保育所と同様の配置基準) 

乳児の園児 園児３名：教職員１名以上 

満１歳以上３歳未満の園児 園児６名：教職員１名以上 

満３歳以上４歳未満の園児 園児20名：教職員１名以上 

満４歳以上の園児 園児30名：教職員１名以上 

 

（２）施設に対する運営費補助等 

運営費補助等において、教職員等の配置を充実させることによ

る加算措置等を設定している。 

施設類型 運営費補助等 加算措置の内容 

幼稚園(旧制度) 

経常費 

補助金 

(私学助成) 

・専任教員数に応じて配分実

施 

・教員に加えて教育補助員を

配置した場合に加算を実施 

幼稚園(新制度) 

施設型給付 

・年齢別配置基準以上に教職

員配置を充実させた場合に

加算を実施 

・教職員に加えて教育補助員

又は保育支援者を配置した

場合に加算を実施 

幼稚園型 

認定こども園 

幼保連携型 

認定こども園 

 

 

 

 



 

（３）県内の私立幼稚園等における園数・学級数・幼児数・教員数 

 園数 学級数 幼児数 教員数 

幼稚園（旧

制度・新制

度・幼稚園

型認定こど

も園） 

114園 715学級 

14,563人  

(１学級あたり

約20.4人) 

1,326人  

幼保連携型 

認定こども園  
151園  736学級 

15,371人  

(１学級あたり

約20.9人) 

2,783人  

※各項目は令和４年５月１日時点の数 

※教員数は本務のみ（兼務教員（非常勤職員等）は含まず） 

※幼児数は１号認定子ども及び２号認定子どもの計 

 

 

 


